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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．第146期第１四半期連結累計期間の包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、平成23年４月に、主要な関係会社でありましたシオノギエンジニアリングサービス㈱を

当社が吸収合併しております。  

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第146期

第１四半期連結
累計期間 

第147期
第１四半期連結

累計期間 
第146期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（百万円）  75,230  63,720  282,350

経常利益（百万円）  7,211  11,692  45,176

四半期（当期）純利益（百万円）  4,825  3,780  20,026

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △4,271  1,189  △640

純資産額（百万円）  331,663  322,587  328,096

総資産額（百万円）  537,815  502,566  523,242

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 14.41  11.29  59.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  61.6  64.2  62.7

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1)業績の概況  

当第１四半期連結累計期間における国内医薬品市場は、後発品使用促進に向けた取り組みなどを受け、ますます競

争激化が予想される厳しい市場環境に推移しました。このような状況の中で、当社グループは、高コレステロール血

症治療薬「クレストール」や高血圧症治療薬「イルベタン」、抗うつ薬「サインバルタ」を中心に精力的な取り組み

を進めております。 

当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高 百万円、営業利益 百万円、経常利益 百

万円、四半期純利益が 百万円となりました。   

売上高につきましては、「クレストール」、「イルベタン」、「サインバルタ」が増加したことをはじめ、抗生物

質など一部既存品を除き概ね堅調に推移し、医療用医薬品全体としては、前年同期比3.6％の増加となりました。一

方、米国子会社でありますシオノギＩＮＣ．において期限切れ返品などの影響により売上高が減少し、全体の売上高

は前年同期比15.3％の減少となりました。なお、シオノギＩＮＣ．は前連結会計年度にて決算期を変更しており、そ

の影響で同社の前第１四半期は2010年１月から６月の６ヶ月間となっております。  

利益面につきましては、主にシオノギＩＮＣ．の売上減少の要因により売上総利益が前年同期比16.0％減少しまし

たが、前述のシオノギＩＮＣ．の前第１四半期が６ヶ月間であることに加えて、前年度より取り組んでおります北米

の事業再編により、人件費等、販売費及び一般管理費が減少し、営業利益は43.7％の増加、経常利益は為替の影響な

どもあり62.1％の増加となりました。一方で、四半期純利益は、投資有価証券評価損など特別損失の計上もあり、前

年同期比21.7％の減少となりました。 

当社グループは、医療用医薬品の研究開発、仕入、製造、販売並びにこれらの付随業務を事業内容とする単一事業

であります。製品別の販売状況、会社別の利益などの分析は行っておりますが、事業戦略の意思決定、研究開発費を

中心とした経営資源の配分は当社グループ全体で行っております。よって、セグメントの業績につきましては、セグ

メント別の記載を省略しております。  

  

(2)資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円で、前連結会計年度末と比べて206億76百万円減少しま

した。流動資産は受取手形及び売掛金の減少などにより、前連結会計年度末より114億24百万円減少し、 百

万円となっております。また固定資産は、無形固定資産の減少などにより、前連結会計年度末より92億51百万円減少

し、 百万円となっております。  

負債合計は 百万円で、前連結会計年度末と比べて151億66百万円減少しました。流動負債は、未払法人税

等の減少などにより、前連結会計年度末より36億41百万円減少し、 百万円となっております。また固定負債

は、主に一年以内償還予定の社債を流動負債に振り替えたことにより、前連結会計年度末より115億25百万円減少

し、 円となっております。   

純資産合計は 百万円で、前連結会計年度末に比べて55億9百万円減少しました。株主資本は、四半期純利

益による増加や配当金の支払による減少などにより、前連結会計年度末より29億17百万円減少し、 百万円

となっております。また、主に為替換算調整勘定が31億3百万円減少したことにより、その他の包括利益累計額は前

連結会計年度末より25億91百万円減少した、マイナス362億29百万円となりました。  

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は、130億66百万円となり、売上高に対する

比率は20.5％となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

637億20 114億54 116億92

37億80

5,025億66

2,455億12

2,570億53

1,799億79

761億78

1,038億

3,225億87

3,588億16
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   

該当する事項はありません。  

  

該当する事項はありません。  

  

該当する事項はありません。  

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,000,000,000

計  1,000,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  351,136,165 同  左 
東京・大阪各証券取引所

（各市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  351,136,165 同  左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金
増減額 

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
－  351,136 －  21,279 －  20,227

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

（注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40個）

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    16,237,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   334,537,400  3,345,374 － 

単元未満株式 普通株式       361,065 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 351,136,165 － － 

総株主の議決権 －  3,345,374 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

塩野義製薬株式会社 大阪市中央区  16,237,700  －  16,237,700  4.62

計 －  16,237,700  －  16,237,700  4.62

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,579 22,193

受取手形及び売掛金 69,498 61,216

有価証券 88,914 94,491

商品及び製品 24,369 25,279

仕掛品 13,294 13,199

原材料及び貯蔵品 9,675 9,563

その他 23,618 19,581

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 256,937 245,512

固定資産   

有形固定資産 70,220 69,787

無形固定資産   

のれん 58,830 56,268

その他 40,762 37,647

無形固定資産合計 99,593 93,915

投資その他の資産   

投資有価証券 60,654 58,250

その他 35,957 35,221

貸倒引当金 △121 △121

投資その他の資産合計 96,491 93,350

固定資産合計 266,304 257,053

資産合計 523,242 502,566

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,884 12,277

1年内償還予定の社債 － 10,000

1年内返済予定の長期借入金 14,000 14,000

未払法人税等 13,510 5,197

賞与引当金 7,059 10,199

その他の引当金 3,290 1,670

その他 29,075 22,834

流動負債合計 79,819 76,178

固定負債   

社債 30,000 20,000

長期借入金 63,000 62,500

退職給付引当金 8,573 8,692

その他 13,752 12,608

固定負債合計 115,325 103,800

負債合計 195,145 179,979
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,279 21,279

資本剰余金 20,227 20,227

利益剰余金 339,970 337,053

自己株式 △19,743 △19,743

株主資本合計 361,733 358,816

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,732 4,028

繰延ヘッジ損益 △288 △72

為替換算調整勘定 △37,081 △40,184

その他の包括利益累計額合計 △33,637 △36,229

純資産合計 328,096 322,587

負債純資産合計 523,242 502,566
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 75,230 63,720

売上原価 20,855 18,043

売上総利益 54,375 45,677

販売費及び一般管理費 46,406 34,223

営業利益 7,969 11,454

営業外収益   

受取利息 44 32

受取配当金 561 533

その他 188 515

営業外収益合計 794 1,081

営業外費用   

支払利息 394 339

寄付金 166 235

為替差損 530 －

その他 460 267

営業外費用合計 1,551 842

経常利益 7,211 11,692

特別利益   

固定資産売却益 － ※1  353

債務免除益 ※1  279 －

特別利益合計 279 353

特別損失   

投資有価証券評価損 112 2,705

減損損失 ※2  127 ※2  1,609

災害による損失 － ※3  1,089

違約金損失 － 969

事業構造改善費用 ※3  2,177 ※4  279

特別損失合計 2,417 6,653

税金等調整前四半期純利益 5,074 5,393

法人税、住民税及び事業税 1,261 4,581

法人税等調整額 △991 △2,968

法人税等合計 269 1,612

少数株主損益調整前四半期純利益 4,804 3,780

少数株主損失（△） △21 －

四半期純利益 4,825 3,780
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 4,804 3,780

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,498 295

繰延ヘッジ損益 － 216

為替換算調整勘定 △7,577 △3,103

その他の包括利益合計 △9,076 △2,591

四半期包括利益 △4,271 1,189

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,250 1,189

少数株主に係る四半期包括利益 △21 －
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 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当する事項はありません。  

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当する事項はありません。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当する事項はありません。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

    偶発債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入に対する保証

    偶発債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入に対する保証

従業員の住宅ローンに対する保証 百万円19 従業員の住宅ローンに対する保証 百万円19

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１．債務免除益 

  当第１四半期連結累計期間において平成17年度に締

結された委託開発契約に基づき行われていた特定の化

合物の開発が終了したことに伴い、独立行政法人科学

技術振興機構との契約に基づき、同機構より当該開発

費の返済義務が免除される認定を受けましたので債務

免除益として計上しております。 

※２．減損損失 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

  当社グループは、事業用資産は管理会計上の区分

（製品群等）によりグルーピングを行い、賃貸資産及

び遊休資産については個々にグルーピングを行ってお

ります。 

  仕掛研究開発費として計上されているもののうち、

将来の有用性が無いと判断した開発化合物に係るもの

について、回収可能価額を零と評価し、未償却残高を

減損損失（ 百万円）に計上しております。 

※３．事業構造改善費用 

  米国子会社の再編に伴って発生した費用及び今後発

生が見込まれる費用の引当額であり、主な内容は特別

退職金（ 百万円）であります 

場所 種類 

アメリカ 
無形固定資産 その他 

（仕掛研究開発費） 

127

2,054

※１．固定資産売却益 

※２．減損損失 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

  当社グループは、事業用資産は管理会計上の区分

（製品群等）によりグルーピングを行い、賃貸資産及

び遊休資産については個々にグルーピングを行ってお

ります。 

  仕掛研究開発費として計上されているもののうち、

将来の有用性が無いと判断した開発化合物に係るもの

について、回収可能価額を零と評価し、未償却残高を

減損損失（ 百万円）に計上しております。 

※３．災害による損失 

  東日本大震災によって発生した費用及び今後発生が

見込まれる費用の引当額であります。 

※４．事業構造改善費用 

  米国子会社の再編に伴って発生した費用でありま

す。 

  

土地 353百万円 

場所 種類 

アメリカ 
無形固定資産 その他 

（仕掛研究開発費） 

1,609
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。 

  

  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

   

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成23年４月１日  至平成23年６月30日） 

当社グループは、医療用医薬品の研究開発、仕入、製造、販売並びにこれらの付随業務を事業内容とする単一

事業であります。製品別の販売状況、会社別の利益などの分析は行っておりますが、事業戦略の意思決定、研究

開発費を中心とした経営資源の配分は当社グループ全体で行っており、従って、セグメント情報の開示は省略し

ております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日 

    至  平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 

    至  平成23年６月30日） 

減価償却費 5,787 百万円 3,297 百万円 

のれんの償却額 1,845 百万円 825 百万円 

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  6,028  18.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  6,697  20.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当する事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 14 41 円 銭 11 29

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  4,825  3,780

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  4,825  3,780

普通株式の期中平均株式数（千株）  334,904  334,898

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月９日

塩野義製薬株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 増田  明彦 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 前川  英樹 印 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている塩野義製薬株

式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２３年４月

１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、塩野義製薬株式会社及び連結子会社の平成２３年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

   

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




